
「国連大学は、国際連合および専門機関が関心を寄せる、

人類の存続、発展および福祉に関わる緊急かつ世界的な

問題の研究をその仕事とする。」

［国連大学憲章　第1条第2項］

国連大学では、特定の問題や研究分野に焦点を絞った

研究プロジェクトもあるが、学際的で複数の分野に関連

する活動も少なくない。ここまでの章で触れた研究領域

にまたがったり、これを補完するもの、従来互いにほと

んど無関係とみなされていた要素同士を包含・統合するよ

うなプロジェクトや活動もある。科学技術の進展によっ

て社会・経済の基盤をゆるがし、これを陳腐化させかねな

い一方で、政治・社会的イデオロギーが世界の隅々に影響

を及ぼすこともありうる現代社会においては、異なるア

プローチや様々な観点を結びつけるこうした分野横断的

な観点がしばしば欠かせない。

「平和とガバナンス」プログラムと「環境と持続可能な開

発」プログラムで触れた研究分野の中にも、人権と倫理、

水の危機解決、環境ガバナンスなど、明らかに多分野横

断的な性格をもつものがある。しかし、グローバリゼー

ション、世界貿易システム、持続可能な開発のガバナン

スと開発金融、不平等と貧困といった問題については、

両プログラムの核をなす領域が極めて密接に絡み合って

いるため、本章で取り上げるのが適切といえる。その他

にも、ジェンダーや情報通信技術など、国連大学の研究・

能力育成活動の大半ではないものの多くを占め、きわめ

て重要な要素となっている課題については、他と切り離

した形で取り上げることが適当ではないため、ここで触

れることとする。

グローバリゼーションが一部の幸運なエリートだけで

なく、万人に利益をもたらすようにするためにはどうし

たらよいのか。この問題を考えるため、国連大学とユネ

スコが共催した会議「人間の顔をしたグローバリゼーショ

ン－すべての人びとのために」（7月、東京）に、専門家30

余名と400名を超える市民が集った。

会議では、グローバリゼーションと社会文化を発展さ

せる源となっている経済や政治面での原動力がそれぞれ

複雑に絡み合っている事実が現在どのように理解されて

いるかを確認。これは、グローバリゼーションのプラス

とマイナスの効果をバランスさせるために講じられてき

た政策措置の実効性を評価し、あらゆるレベル（国際、地

域、国内、地方）でのあらゆるアクター（政府、NGO、シ

ビルソサエティ）によるグローバリゼーションの課題への

政策的対応で改善すべき点と方途を明らかにすることが

その目的であった。

グローバリゼーションとは一時的な現象ではなく、む

しろ不可逆的で恒久的なトレンドであるとの前提に立っ

た場合、世界の政策立案者と経済的・社会的アクターは、

人類全体に利益をもたらすような形でグローバリゼーシ

ョンのプロセスを管理、改造しなければならないという

点で、参加者の見解は一致した。文化、教育、環境の各

政策とメディアとコミュニケーションの役割に関するワ

ークショップでは、グローバリゼーションがもたらす副

次的なデメリットをいかに抑えるかについて具体的政策

を話し合った。

過去にはGATT、また1995年以降はWTO体制における

各ラウンドによって、国際社会は貿易自由化を進めてき

た。時には激しい抗議行動や、途上国側からの懸念の声

貿易主導型の成長と開発途上国

人間の顔をしたグローバリゼーション
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分野横断的な研究

UNU/UNESCOの国際会議「人間の顔をしたグローバリゼー
ション－すべての人びとのために」の参加者。



があがることもあったが、貧困国が経済成長の道をとげ

るうえで貿易が果たしうる潜在的な役割については、理

論的に十分根付いたといえよう。国連大学の世界開発経

済研究所（UNU-WIDER）のプロジェクト「WTO体制の開

発途上国への影響」（The Impact of the WTO Regime on

Developing Countries）は、こうした貿易主導型成長の見

通しと問題を評価することを主目的とするものである。

• 一方的特恵貿易協定

本プロジェクトではまず、最恵国待遇の原則や特恵

貿易協定（PTA）といった政策によって実際の貿易が

どの程度影響を受けるかを評価する。近年のPTA急

増について、これをWTOプロセスが失敗した証左と

する見方も多いが、そうではなく、むしろWTOが

PTAの起因として重要な役割を果たした結果、貿易

が拡大したとの解釈も成り立ちうる。日米がイニシ

アチブをとる形で実現した特恵貿易協定を見てみる

と、その結果多くの場合、後発開発途上国（LDC）を

含む一部途上国で輸出が増大したことが分かった。

また、米国が輸入関税を撤廃していれば、2000年の

LDCの輸出総額は約70億ドル相当（148％）増大して

いたとの試算もあり、日本が既存の障壁を撤廃した

場合でも、LDCからの輸入が69％増大していただろ

うとされている。このように、一方的貿易自由化の

余地はまだ多く残っているということがいえる。

• 農業自由化

農業自由化の議論において、各国における国内産業

保護措置を避けて通ることはできない。OECD諸国

における主要作物（穀物と、胡麻やなたね、ひまわり

などのオイルシードが多い）価格は、過去30年間で

その大半が大幅な下落となっている。しかし、かと

いってOECD諸国が農業補助金を減額してしまうと

国際価格の変動を招き、途上国に対し厚生損失をも

たらす結果となるほか、欧州など先進国でも農業所

得減にもつながるなど、現実的な対応策ではない。

そこで代替的措置として、市場価格維持方式から土

地に対する補助金支給方式へと幅広く移行する策が

あげられる。モデリングの結果によると、これによ

り、国内においては一定の農業所得を維持しつつ、

国際市場価格の歪みを補正するという一石二鳥の利

益がもたらされる。

• タリフ・エスカレーション

平均関税率はほぼすべての国で低下しているが、部

門ごとの平均関税率には特定品目に関する重要な情

報が隠されているため、その部門が本当に市場開放

されているかを示す指標としての信頼性は低い。詳

しく見ると、いわゆるタリフ・エスカレーションが依

然適用されていることが多い。つまり、先進国では、

輸入品に対し加工の段階別に関税率を上げるタリフ・

エスカレーションを適用することで、国内の技術者

や資本家が保護されている。他方、本プロジェクト

の理論モデルによると、途上国で熟練労働者ロビー

の影響力が先進国と同様に強ければ、途上国におけ

るサービス自由化は遅々として進まないと予測され

ている。プロジェクトでは、こうしたタリフ・エスカ

レーションを廃止すれば、途上国の輸出が増え、先

進国では単純労働者に利益をもたらし、途上国のサ

ービス自由化を支援するという点で、多くの利益を

もたらす戦略だとする重要な示唆を行っている。

2003年、国連大学高等研究所（UNU-IAS）では「持続可

能な開発のガバナンス」プログラム活動が活発化した。5

月の「WSSD後の持続可能な開発のガバナンス動向」

（ Post-WSSD Development in Sustainable Development

Governance）に関するラウンドテーブルでは、企業、市民

団体および政府機関がどのように幅広く対話を行い、相

互に利益をもたらしうる実務的協力関係を構築できるか

につき、参加者が意見を交換した。6月に開かれた2度の

ラウンドテーブル会議では、日米の研究者が出席し、市

民団体や途上国代表の失権について調査する分析方法の

枠組みの開発を進めた。調査方法と領域については、

2004年前半に発表予定の暫定政策報告書で説明されるこ

とになっている。

UNU-IASは6月、WTOの研修技術協力研究所（ITTC）、

マレーシア国立大学との共催で、WTOと持続可能な開発

に関する大学教授向け第1回研修プログラムを開催した。

その目的は、WTOのルールとその持続可能な開発に対す

る意味合いに関する理解と知識を深める長期的研修を確

立することで、アジア諸国において能力育成を促進する

持続可能な開発のガバナンス
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ことにある。具体的には、東南アジアと中央アジア諸国

からの出席者（大学幹部クラス）を対象に、WTOルールと

持続可能な開発を各大学のカリキュラムにどのように取

り入れるか検討する必要性を説いた。10月にはクアラル

ンプール、11月にはマカオで、それぞれ東南アジア・中央

アジア諸国と東アジア諸国を対象に大学教授向け地域集

中コースが開催された。2004年には報告書2冊が刊行予

定である。

公的機関による開発援助は冷戦終結などの理由により

減額する一方、民間資金援助の流れは不安定で、地理的

にもごく一部の国々に偏っている。国連大学世界開発経

済研究所（UNU-WIDER）のプロジェクト「持続可能な外

部開発金融」（ Sustainability of External Development

Finance）は、こうした政府開発援助の先細りをどのよう

に食い止め、逆転させることができるか、また民間資金

の偏りをどのように是正できるかという問題を中心に取

り組んでいる。プロジェクトは公的援助だけでなく、外

部からの資金全体にスポットを当てているので、二国間

公的資金援助の供給と配分、ドナー国から多国間援助機

関への拠出、外国政府と民間企業の双方からの民間セク

ター開発資金援助などがすべて対象とされている。

• 二国間政府開発援助

途上国援助の減少は、多国間援助よりも二国間援助に

おいて顕著である。また、被援助国の福祉を向上させ

るために、二国間援助の配分や条件を改善する余地も

ある。プロジェクトでは、現在の資金配分パターンを

決めている要因を経験論的に分析したり、配分を決め

る基準となるような要件を設定するための研究を行っ

ている。更に、関連する政治・経済要因を経験論的に

洗い出し、ドナー国における援助プロセスの裏にある

経済・政治力学を、理論的に説明することを目指す。

• 多国間の問題と展望

途上国に開発資金援助を行う上で、多国間の枠組み

は、例えば対象範囲よりも規模の大小を問う経済が

適用されやすいという点で、より人間的なアプロー

チと一般に受け止められている。しかも、多国間ア

プローチなら、被援助国がいつどれだけの金額を受

け取るかについての決定が、ドナー国の国益によっ

て左右されにくくなる。本プロジェクトでは、現在

の援助供与システムに内在する諸問題を明らかにし、

国連機関、ブレトン・ウッズ体制、各地域の開発銀行

の役割と責任分担を再検討するとともに、変革に向

けた提言を行う。また、開発支援のための新たな資

金源も模索する。プロジェクトは、グローバル公共

財（GPG）という概念の明確化を図りつつ、GPGを対

象とした外国からの援助による従来型援助の目減り

を防ぐための国際的取極めの問題にも取り組む。さ

らに、援助について無償か借款か、借款が適切だと

すればその譲許条件をどの程度に設定すべきかをと

いった論議の多い問題にも光を当てる。

• 民間セクター開発

対外開発金融と資金援助の理念は、変遷を遂げてき

た結果、このような援助が多かれ少なかれ、被援助

国の公共セクターのみを対象とすることはもはやな

持続可能な外部開発金融
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世界情報社会サミット（WSIS）
世界情報社会サミット（WSIS）は、国際電気通信連合

（ITU）による主催であるが、国連大学もその準備に広く関

わってきている。サミットの第1回会合は2003年12月に

ジュネーブで開催、第2回は2005年にチュニスにて開催

予定であり、国連大学のハンス・ファン・ヒンケル学長は

WSISハイレベル・サミット組織委員会のメンバーである。

2003年1月には、WSISアジア地域会議（東京）のサイ

ド・イベントとして、総務省、外務省、およびUNDPとの

共催、メディアスタジオの協力で、インターネットプロ

トコル（IP）放送と「ビデオ・オン・デマンド」アプリケーシ

ョンの実演を行った。更に2月と9月に行われた第2回、

第3回WSIS準備委員会にも参加し、グローバル・バーチ

ャルユニバーシティー（GVU）、アジア太平洋イニシアチ

ブ、「情報通信技術と環境」イニシアチブに関するサイ

ド・イベントを開催。12月にジュネーブで開かれた上記

第1回WSISでは、国連大学国際ソフトウエア技術研究所

（UNU-IIST）、国連大学水・環境・保健に関する国際ネット

ワーク（UNU-INWEH）の水資源バーチャル学習センター

などのe-ラーニング・プロジェクトに重点を置き、開発の

ためのソフトウエアというテーマに貢献した。UNU-GVU

も「eラーニングの将来」に関するイベントを開催した。
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